
第4章
支援等のための体制整備への取組

	 １	 相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）………………60

	 ２	 調査研究の推進等（基本法第21条関係）……………………85

	 ３	 民間の団体に対する援助（基本法第22条関係）……………90

07_犯被30_第4章_トビラ.indd   59 30/05/24   9:18:57



60

第4章 支援等のための体制整備への取組

	1	 相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）
⑴　地方公共団体における総合的対応窓
口の設置及び地域住民に対する周知の
促進

【施策番号150】
警察庁においては、市町村における犯罪被
害者等施策の窓口となる部局（以下「施策主
管課」という。）の確定状況等について定期
的に確認しており、平成28年度以降、全ての
市町村で施策主管課が確定している。また、
犯罪被害者等施策主管課室長会議や地方公共
団体職員を対象とする研修会等、様々な機会
を通じ、市町村において犯罪被害者等に適切
な情報提供等を行う総合的対応窓口の設置を
要請している。
30年４月現在、全国１,721市区町村（政令
指定都市を除き、東京23区を含む。）のうち
1,715市区町村において、総合的対応窓口が
設置されている（P164基礎資料5－3参照）。
都道府県・政令指定都市については、23年度
以降、全地域において、総合的対応窓口が設
置されている。
これら地方公共団体における施策主管課や
総合的対応窓口のほか、都道府県・政令指定
都市が行っている犯罪被害者等への支援施策
等について、警察庁ウェブサイト「犯罪被害
者 等 施 策 」（http ://www.npa .go . jp/
hanzaihigai/local/madoguchi/madoguchi.
html）に掲載し、国民に対する周知に努め
ている。

⑵　地方公共団体における総合的対応窓
口等の充実の促進

【施策番号151】
警察庁においては、地方公共団体に対し、
犯罪被害者等施策主管課室長会議や地方公共
団体職員を対象とする研修会等、様々な機会
を通じ、総合的対応窓口の機能の充実や政令
指定都市の区役所における体制整備を要請し
ている。
また、「犯罪被害者等施策情報メールマガ
ジン」に、地方公共団体における犯罪被害者
支援担当者に対する研修会の実施状況やその
内容等を掲載して発信することにより、各地
方公共団体における総合的対応窓口の機能の
充実の促進に努めている。

⑶　地方公共団体における専門職の活用
及びこれらとの更なる連携・協力の充
実・強化

【施策番号152】
警察庁においては、犯罪被害者等の生活支
援を効果的に行うため、地方公共団体に対
し、犯罪被害者等施策主管課室長会議や地方
公共団体職員を対象とする研修会等、様々な
機会を通じ、犯罪被害者支援分野における社
会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士等の
専門職の活用を働き掛けるとともに、総合的
対応窓口と関係機関・団体との更なる連携・
協力の充実・強化を要請している。
平成30年４月現在、12都道府県・政令指定
都市、65市町村において、総合的対応窓口等
に専門職を配置している。
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1　相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）

▶ 犯罪被害に遭うということ

～平成29年度都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策主管課室長会議の講演より～
【犯罪被害者の遺族としての体験】
平成８年３月24日の夜、当時、宮崎県内の大学に通って

いた私の息子の道
みち

暁
あき

は、見知らぬ20歳の男に因縁をつけら
れた上、いきなり殴られて意識を失い、そのけがが元で３
年後に亡くなりました。
事件後の受診時、息子の外傷はほとんどなく、ＣＴ検査

でも異常がなかったため、医師は警察に「全治２週間」の
診断書を提出しました。しかし、意識が戻った時には、球
麻痺によって話せなくなり、手足はある程度動くものの、
不全麻痺によって物をつかむのも困難となってしまいまし
た。そして、殴られた時の記憶は消えていました。
このような状況について、私は、何も悪いことをしていないのに隠したくなりました。人に

本当のことが言えませんでした。「治らなかったらどうしよう。道暁の将来はどうなるのだろ
う」と同じことが何度も頭に浮かび、夜もほとんど眠れなくなりました。
事件後すぐに、病院や介護手続等の様々な情報が欲しいと思いましたが、どこに相談すれば

よいか分かりませんでした。
全治２週間と言われたにもかかわらず、息子の容態は少しずつ悪くなっていき、症状が固定

しなかったので身体障害者手帳がなかなか交付されませんでした。現在の制度では、身体障害
者手帳がなければ、様々な福祉措置を受けることができません。電動車椅子等、今すぐ必要な
ものがあっても必要な時にサポートされず、身体障害者手帳が交付されるまでは自分で買うし
かありませんでした。
近所では人々の好奇の目にさらされました。心配そうに言葉を掛けてくださるのですが、好

奇心が見え見えの態度に悩まされました。落ち込んでいたら、また話題になってしまう。私は
突っ張って生きるしかありませんでした。そして、交通事故が原因であると嘘をつきました。
そうせざるを得ない状況に追い込まれていったのです。
事件以来、加害者に対して恨み言も愚痴も泣き言も一切言わなかった息子が、「死にたい」

とワープロに打ったことがありました。私は、外傷というものは少しずつ良くなるものと信じ
ていたので、「21歳の誕生日まで待って。それでも駄目なら一緒に死んでもいい」と答えまし
た。本当にそう思っていたのです。誕生日を１週間ほど過ぎた頃、「いつ一緒に死んでくれる
の」と聞かれ、私は、「お母さんはまだあなたと一緒に生きたい」と答えてしまいました。
刑事裁判は屈辱的なものでした。事件は傷害事件として扱われ、略式起訴で裁判は知らない

間に終わっていました。判決は罰金30万円。それも、加害者に問い合わせて初めて分かるとい
う始末でした。
民事裁判を起こすために記録を取り寄せてみると、ただ目が合っただけで、息子の顔が気に

入らなかったからキレた、そして何もしていない息子の顔を力一杯殴った、というようなこと
が書かれていました。加害者は病院にはほとんど来ていないのに、週に５日は見舞いに通って
いるなどと嘘の証言がありました。そして、診断書は「全治２週間」のままでした。私たちが
裁判で異議を申し立てる場も与えられず、あまりにも実態とかけ離れた判決が下されており、
納得ができませんでした。
息子は、事件から３年後、23歳の誕生日を目前にして亡くなりました。
私は、何の支えもなくなった感じで、このままいなくなってしまいたいと考えていました。

コラム10

京都府犯罪被害者支援コーディネーター・�
社会福祉士・被害者遺族

岩城　順子　氏
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第4章　支援等のための体制整備への取組

⑷　地方公共団体における総合的かつ計
画的な犯罪被害者支援の促進

【施策番号153】
警察庁においては、地方公共団体における
犯罪被害者等の視点に立った総合的かつ計画
的な犯罪被害者支援に資するよう、犯罪被害
者等に関する条例の制定及び計画・指針の策

定状況について情報提供を行っている（警察
庁ウェブサイト「犯罪被害者等施策」：
http://www.npa.go.jp/hanzaihigai/local/
jorei/jorei.html）。
また、「犯罪被害者等施策情報メールマガ

ジン」では、犯罪被害者等の支援に特化した
条例の制定を取り上げ、当該条例に基づく主

しかし、家族全員がつらく苦しい気持ちを抱える中、私は、黙って見守ってくれた夫や、気
丈に振る舞っていた娘に支えられました。そして、事件前から知り合いだった友人、同じよう
な事件の被害者、それから事件後に出会って私を理解しようとしてくれた人たちに支えられ、
私は元気を取り戻してきました。
人間関係で傷ついた心は、人間関係でしか取り戻せないと感じました。

【京都府が行っている犯罪被害者支援の取組】
京都府では、各市町村や民間の犯罪被害者支援団体をはじめとする関係機関・団体等が連携

しながら総合的な支援ができるようなネットワークシステムとして、平成20年、「京都府犯罪
被害者サポートチーム」を発足させました。警察から１名、コーディネーターが３名（臨床心
理士、精神保健福祉士、社会福祉士）で構成され、それぞれの専門性をいかし、常にチームと
して活動しています。
サポートチームの役割として、被害者からの相談内容に応じた面接や助言、支援機関への付

添い等、専門知識をいかしたスムーズな橋渡しをすること、講演活動等を通じて犯罪被害者支
援の重要性を訴える啓発活動を行うこと、各市町村の担当者に対する研修を企画・実施するこ
と等が挙げられます。
私たちが最初に取り組んだのは、顔の見える関係づくりです。私たちの方から市町村へ出向

き、担当者と直接話をすることから始めました。担当者の中には、「被害者支援は警察中心で
やればよいのではないか」と考えている方や、「民間の被害者支援センターがあるのに、どう
して行政が取り組むのか」と疑問を抱いている方もいました。また、「被害者に会ったことが
ない」という声も度々耳にしました。
しかし、事件はごく身近なところで毎日のように起こっています。警察による支援は、飽く

までも緊急的な措置でしかなく、日常生活において起きる様々な困りごとの解決には、府や市
町村が運用している制度を利用するしかありません。
京都府では、26年までに、26市町村全ての自治体で犯罪被害者支援に特化した条例が制定さ

れました。まだまだ被害者が直接相談に来る例は少ないのが現状ですが、常に被害者に対応で
きる準備は整っています。
犯罪被害者支援の本質は、被害者が本来の力を取り戻すために支援することであると思って

います。行政の担当者には、今まで市民の困りごと等に対応してきた豊富な経験がありますの
で、被害者の視点にも目を向けて相談に乗っていただきたいと思います。
被害者や遺族が被害から回復する時、司法や社会が壁になるのではなく、支えるものであっ

てほしいと願っています。

※�　本コラムは、平成29年度都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策主管課室長会議におけ
る講演を概要として取りまとめたもの。講演の全文は、警察庁ウェブサイト「犯罪被害者等
施策」（https://www.npa.go.jp/hanzaihigai/local/pdf/work2017/gi1.pdf）を参照。

08_犯被30_第4章.indd   62 30/05/24   9:19:21



63

第
４
章

1　相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）

な支援施策等を紹介しているほか、平成29年
３月には、都道府県・政令指定都市における
犯罪被害者等支援に特化した条例集を取りま
とめるなど、地方公共団体に対する情報提供
に努めている。

30年４月現在、62都道府県・政令指定都
市、510市区町村において、犯罪被害者等に
関する条例の制定又は計画・指針の策定が行
われている。

▶ 犯罪被害者等施策に関する条例の制定

【大分県】
大分県では、犯罪被害者等の支援を総合的かつ計画的に推進し、犯罪被害者等が受けた被害

の早期の回復・軽減及び生活の再建を図るとともに、誰もが安心して暮らすことができる社会
の実現に寄与することを目的として、大分県犯罪被害者等支援条例を制定した。
同条例は、有識者会議における検討等を経て、平成29年12月に成立し、30年４月から施行さ

れた。
同条例の特長の一つとして、「二次的被害」について規定していることが挙げられる。同条

例においては、「二次的被害」を「犯罪等による直接的な被害を受けた後に、周囲の無理解や
心ない言動、インターネットを通じて行われる誹謗中傷、報道機関による過剰な取材等によ
り、犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、身体の不調、私生活の平穏の侵害、経済的な損失等
の被害」と定義し、県民や事業者の責務として「二次的被害が生じることのないよう十分配慮
する」ことを求めるとともに、県民の理解の増進や人材の育成等において、二次的被害の防止
等に係る必要な施策を講じる旨を定めている。
また、市町村等との連携・協力について規定していることも同条例の特長であり、大分県で

は、犯罪行為により死亡又は重傷病という被害を受けた犯罪被害者等に対して市町村が支給す
る見舞金について、その支給額の半額を補助する施策を実施している。
大分県では、誰もが安心して暮らすことができる社会の実現のため、同条例をいかし、市町

村や関係機関・団体と一体となって、犯罪被害者等の支援に取り組んでいくこととしている。

【名古屋市】
基本法の施行以降、国による犯罪被害者等のための施策は着実に進展しており、名古屋市に

おいても、関係機関等と連携し、一定の支援に取り組んできたが、犯罪被害者等が抱える様々
な問題の全てを解決できたわけではなかった。
そこで、名古屋市では、犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる社会の実現に向けて更に

一歩踏み出す必要があると考え、市としての明確な方針を定め、犯罪被害者等の視点に立った
施策を講ずるため、名古屋市犯罪被害者等支援条例を制定した。
同条例は、関係機関や有識者等から成る検討懇談会における検討等を経て、30年３月に成立

し、同年４月から施行された。
同条例では、基本理念として二次的被害の防止を、市の責務として犯罪被害者等の支援を行

う人材の確保及び育成を、それぞれ掲げている。
また、支援金の支給等、犯罪被害者等の経済的負担を軽減するための施策について規定して

おり、これに基づき、犯罪行為により死亡又は重傷病等の被害（強制性交等罪及び監護者性交
等罪の被害を含む。）を受けた犯罪被害者等に対する支援金や、遺族が損害賠償請求権に基づ
く賠償を受けられない場合の見舞金を同年度から支給することとしている。
また、日常生活支援として、家事・育児等に関する支援や犯罪被害者等の自宅へ食事を配達

コラム11
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⑸　地方公共団体間の連携・協力の促進等
【施策番号154】

警察庁においては、都道府県内における市
町村の連携・協力の促進を図るため、都道府
県による市町村の犯罪被害者支援担当者を集
めた研修に講師等として職員を派遣している
ほか、犯罪被害者等施策の総合的推進に関す
る事業として、平成29年度は、和歌山県、大

分県及び佐賀県において、市町村職員等を対
象にした研修会を実施した。
また、地方公共団体間の連携・協力が必要

な事案が発生した場合に備えて、各地方公共
団体における犯罪被害者支援に関するコンタ
クト・ポイントを一覧にまとめた資料を整
備・配布し、地方公共団体間の情報の共有化
を促進している。

する配食サービスを同年７月から開始することとしている。
名古屋市では、同条例によって犯罪被害者等が真に必要とする施策を実施することで、より

一層、犯罪被害者等の心に寄り添い、支え、犯罪被害者等が適切な支援を受けられるよう、取
り組んでいくこととしている。

▶ 犯罪被害者等施策の総合的推進に関する事業

警察庁では、基本法及び第３次基本計画に基づき、地方公共団体における犯罪被害者等支援
体制の整備促進を図っているところ、同支援体制の更なる底上げを図るとともに、多機関連携
及び地域間連携を促進し、地域における犯罪被害者等施策を総合的に推進するため、平成29年
度から、「犯罪被害者等施策の総合的推進に関する事業」を実施している。
同年度は、滋賀県、京都府、和歌山県、佐賀県、熊本県、大分県及び横浜市において同事業

を実施したところ、このうち、滋賀県及び熊本県の事例については、次のとおりである。

【滋賀県】
滋賀県では、29年度に新たに設置した「犯罪被害者等支援コーディネーター」を中心に、市

町及び警察をはじめとする関係機関・団体との連携を強化して犯罪被害者等のニーズにあった
途切れない支援活動を推進している。
こうした活動をより充実・促進させ、また、関係機関による連携・支援の在り方についての

議論を深めるため、警察庁と共に、同年９月には「犯罪被害者等支援関係機関の連携方策に関
する検討会」を、同年11月には「犯罪被害者等支援を考えるつどい」を、それぞれ開催した。
「犯罪被害者等支援関係機関の連携方策に関する検討会」では、スーパーバイザーとして大
塚淳子氏（帝京平成大学教授）を迎え、各関係機関の役割・専門性の相互理解を深めるととも
に、犯罪被害者等と犯罪被害者等支援コーディネーターを中心とした連携方策等について検討
を行った。
「犯罪被害者等支援を考えるつどい」では、基調講演、シンポジウム等を行った。基調講演
では、近藤さえ子氏（途切れない支援を被害者と考える会代表）から「犯罪被害者がおかれる
状況と支援の必要性について」を、大塚淳子氏から「安心できる暮らしの回復をめざして」
を、それぞれテーマとする講演が行われた。また、シンポジウムでは、「犯罪被害者等の多様
なニーズに応える連携支援について」をテーマに、コーディネーターとして大塚淳子氏、シン
ポジストとして松村裕美氏（特定非営利活動法人おうみ犯罪被害者支援センター支援局長）、
荒川葉子氏（滋賀弁護士会犯罪被害者支援委員会委員長）、辻本哲士氏（滋賀県犯罪被害者支

コラム12
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援連絡協議会会長）及び近藤さえ子氏を迎え、途切れない支援のために各関係機関がいかに連
携していくか等について議論が行われた。

「犯罪被害者等支援を考えるつどい」の様子

【熊本県】
犯罪被害に遭った児童やその兄弟姉妹（以下「被害児童等」という。）は、自ら声を上げる

ことが困難であり、周囲の大人の不適切な対応で二次的被害を受けやすいことから、熊本県で
は、周囲の大人が被害児童等の心理や行動等について理解し、適切な支援を行うことができる
ようにするため、警察庁と共に、「犯罪被害にあった子供とそのきょうだいの保護者・支援者
のためのワークブック作成事業」を実施した。
同事業においては、ワーキンググループ会議を開催し、関係機関の担当者のほか、スーパー

バイザーとして大岡由佳氏（武庫川女子大学准教授）、助言を行う当事者として犯罪被害者遺
族及び精神科医やスクールカウンセラー等の専門家を迎え、ワークブックの内容や普及方法等
について検討を重ね、30年３月、「犯罪の被害にあった子ども・きょうだいのためのサポート
ブック」（以下「サポートブック」という。）を作成した。
サポートブックには、被害児童等が実際に受けた支援の例をはじめ、犯罪被害に遭った場合

の被害児童等のサインや心身の変化、犯罪被害に遭った場合の被害児童等、保護者、学校関係
者等へのメッセージ、各支援機関の連絡先等を分かりやすく掲載している。
今後、サポートブックを被害児童等の保護者、支援者等が活用することで、被害児童等のサ

ポートの一助となることを期待している。

犯罪の被害にあった子ども・きょうだいのためのサポートブック

※　おうみ犯罪被害者支援センターは平成30年4月2日から公益社団法人に移行
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⑹　地方公共団体における性犯罪被害者
支援への取組の促進

【施策番号155】
内閣府においては、都道府県による性犯
罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援
センターの設置を促進し、運営の安定化を図
るため、平成29年度に性犯罪・性暴力被害者
支援交付金を創設した（P30【施策番号65】
参照）。

⑺　性犯罪被害者に対する緊急避妊に関
する情報提供

【施策番号156】
P29【施策番号59】参照

⑻　性犯罪被害者対応における看護師等
の活用

【施策番号157】
P30【施策番号60】参照

⑼　性犯罪被害に遭った児童生徒への対
応の充実

【施策番号158】
文部科学省においては、子供たちが全国ど
こからでも、いつでも、気軽に悩みを相談で
きる「24時間子供ＳＯＳダイヤル」を設置
し、教育委員会等による紹介カードやリーフ
レット等の配布等を通じて、児童生徒や保護
者への周知を図っている。
（P26【施策番号55】参照）

⑽　ワンストップ支援センターの設置促
進

【施策番号159】
ア　P30【施策番号61】参照

【施策番号160】
イ　P30【施策番号62】参照

【施策番号161】
ウ　P30【施策番号63】参照

【施策番号162】
エ　P30【施策番号64】参照

【施策番号163】
オ　P30【施策番号65】参照

⑾　コーディネーターとしての役割を果
たせる民間支援員の養成への支援

【施策番号164】
警察においては、公益社団法人全国被害者
支援ネットワークをはじめとする犯罪被害者
支援団体に対し、研修内容に関しての助言や
講師派遣等の協力を行っている。また、犯罪
被害者等が必要とする支援についての相談や
情報提供、適切な機関・団体への橋渡し等、
犯罪被害者等に対する支援全般を管理する
コーディネーターとしての役割を果たす民間
支援員の育成を支援するため、民間支援員も
参加できる研修を実施するとともに、被害者
支援連絡協議会等で具体的事例を想定した犯
罪被害者支援についての実践的なシミュレー
ション訓練を実施している（被害者支援連絡
協議会については、P68【施策番号167】参
照）。

▶ 犯罪被害者等支援のためのノート「つむぎ」

犯罪被害者等は、被害を受けた直後から、警察や検察による事情聴取や様々な行政手続に直
面し、その都度、繰り返し説明を求められること等が、大きな負担となっている。
こうした負担の軽減を図るため、京都府では、犯罪被害者等の記憶を頭の中で整理して一つ

につむぐという意味と、犯罪被害者等と支援者をつむぎ、支援していくという意味を込めて
「つむぎ」と名付けられたノートを作成し、平成29年10月から配布している。

コラム13
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⑿　地方公共団体の取組に対する支援
【施策番号165】

内閣府においては、配偶者暴力相談支援セ
ンターにおける相談対応の質を向上させると
ともに、犯罪被害者支援を充実させるため、
都道府県、市町村等の関係機関及び民間の更
なる連携の促進を図ることを目的として、官
民の配偶者暴力被害者支援の関係者（配偶者
暴力相談支援センター長、地方公共団体の職
員及び相談員）を対象としたワークショップ
等を行う「女性に対する暴力被害者支援のた
めの官官・官民連携促進事業」を実施してい
る。

⒀　警察と関係機関・団体等との連携・
協力の充実・強化及び情報提供の充実

【施策番号166】
警察においては、他の犯罪被害者支援に関

係する機関・団体等との連携・協力を充実・
強化し、これらの関係機関・団体等の犯罪被
害者支援のための制度等を説明できるように
努めている。また、犯罪被害者支援のための
諸制度を所掌する省庁の協力を得て、当該制
度に関する案内書、申込書等を常備し、これ
を必要とする犯罪被害者等に提供することと
している。

【「つむぎ」の特長】
「つむぎ」は、京都府警察本部、京田辺市、京丹後市、八幡市、公益社団法人京都犯罪被害
者支援センター及び京都工芸繊維大学の協力を得ながら、見やすく、持ち運びしやすいよう、
三分冊の構成とするなど、犯罪被害者等の心情に配慮して作成したものである。
本編は、警察や検察による事情聴取の際に必要となる被害に関する情報を記録するととも

に、日常生活の困りごと等を書き出してリスト化することができるようにしている。
分冊Ⅰは、日常生活や保険医療・福祉サービスに係る支援等の各種手続をリスト化し、それ

ぞれの窓口の担当者名及び連絡先を書き込むことができるようにしている。
分冊Ⅱは、弁護士、加害者、警察、検察等とのやり取りを記録することができるようにして

いる。

【「つむぎ」の活用】
「つむぎ」は、京都府内の市町村や公益社団法人京都犯罪被害者支援センター等に配布して
おり、これらの関係機関・団体等では、相談等のために訪れた犯罪被害者等に手交し、個別具
体的な事情に応じて、それぞれの犯罪被害者等が必要としている支援を把握した上で、犯罪被
害者等と共に利用可能な行政サービスを探し、途切れのない支援へとつなぐことに活用されて
いる。
また、京都府内の市町村の犯罪被害者等支援担当者及びボランティアを対象とした研修会に

おいて、「つむぎ」を用いた事例検討を行うなど、その更なる活用を図っている。
「つむぎ」が、これからの犯罪被害者等支援を充実させる一助となることを期待している。

犯罪被害者等支援のためのノート「つむぎ」
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⒁　被害者支援連絡協議会及び被害者支
援地域ネットワークにおける連携の推進

【施策番号167】
警察においては、生活上の支援をはじめ、
医療、公判に関すること等、極めて多岐にわ
たる犯罪被害者等のニーズに応え、総合的な
支援を行うため、警察のほか、検察庁、弁護
士会、法テラス、医師会、臨床心理士会、地
方公共団体の担当部局、県や市の相談機関や
犯罪被害者等の援助を行う民間の団体等によ
る被害者支援連絡協議会を全都道府県に設立

し、犯罪被害者支援のための相互の連携を
図っている。
このほか、個々の事案において、犯罪被害

者等の具体的なニーズを把握し、よりきめ細
かな総合的支援を行うために、警察署等を単
位とした連絡協議会（被害者支援地域ネット
ワーク）を構築している。
平成29年４月現在、全ての都道府県におい

て、被害者支援連絡協議会と1,132の被害者
支援地域ネットワークが設置され、全ての地
域を網羅している。

警察と関係機関・団体等とのネットワーク

被害者支援連絡協議会

関係機関・団体

警　察

民間被害者支援団体
○　犯罪被害者等早期援助団体
○　性犯罪・性暴力被害者のためのワンストッ
　プ支援センター
○　その他の民間被害者支援団体

○　知事部局及び市町村の犯罪被害者支援担当部門
○　児童相談所、精神保健福祉センター、保健所
○　教育委員会
○　検察庁、矯正施設、保護観察所
○　日本司法支援センター（法テラス地方事務所）
○　国交省地方運輸局等の犯罪被害者支援担当部門
○　社会福祉協議会
○　医師会、臨床心理士会、弁護士会
○　暴力追放運動推進センター、交通安全協会、防犯協会
○　自動車事故対策機構地方支所 等

⒂　警察における相談体制の充実等
【施策番号168】

ア　警察においては、犯罪被害の未然防止に
関する相談等の各種相談に応じる窓口を設
置している。また、電話による相談につい
ても、全国統一番号の警察相談専用電話
「＃9110」番を設置するとともに、このよ
うな総合的な相談に加え、犯罪被害者等の
ニーズに応じて、性犯罪被害相談（P80
【施策番号201】及びP81コラム15「性犯罪
被害相談電話に係る全国共通電話番号の導
入」参照）、少年相談、消費者被害相談等
の個別の相談窓口を設け、相談体制の充実
に努めている。さらに、犯罪被害者等の住
所地や匿名と実名の別を問わず相談に応じ
るとともに、犯罪被害者等の要望により、
被害者支援連絡協議会等のネットワークに
参画する関係機関・団体に関する情報提供

やこれらへの引継ぎを行うなど、犯罪被害
者等がより相談しやすく、より負担が少な
くなるような対応に努めている。
加えて、警察庁から委託を受けた民間団

体が、特定の犯罪等に関する通報を匿名で
受け付け、有効な通報を行った者に対して
情報料を支払う匿名通報事業を実施し、被
疑者の検挙や犯罪被害者の早期保護等に役
立てている（P34【施策番号78】参照）。
都道府県警察においては、交通事故被害

者等に対して、「被害者の手引」、現場配布
用リーフレット等を活用して、
・　刑事手続の流れ
・　交通事故によって生じた損害の賠償を
求める手続

・　ひき逃げ事件や相手方が自賠責保険に
加入していなかった場合に国が損害の塡
補を行う制度（政府保障事業）

08_犯被30_第4章.indd   68 30/05/24   9:19:22



69

第
４
章

1　相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）

・　被害者支援に関する各種相談窓口
等に関する説明を行っている。
また、都道府県警察においては、交通事
故被害者等から加害者の行政処分に係る意
見の聴取等の期日等について問合せがあっ
た場合や、交通死亡事故の遺族、重度後遺
障害を受けた者及びその直近の家族から加
害者に対する行政処分結果について問合せ
を受けた場合には、適切な情報の提供を
行っている。平成29年中の都道府県警察に
おける意見の聴取等の期日等に関する問合
せに対する回答件数は８件、行政処分の結
果に関する問合せに対する回答件数は18件
であった。
都道府県交通安全活動推進センターにお

いても、職員のほか、弁護士等が、交通事
故被害者等からの相談に応じ、適切な助言
を行っており、28年度中の同センターにお
ける交通事故相談回数は９,737回であった。

犯罪被害者ホットライン
HANHO(A4) 縦 B

【施策番号169】
イ　警察においては、性犯罪捜査を担当する
係への女性警察官の配置を推進するなどし
て、性犯罪被害相談において、相談者の希
望する性別の職員が対応することができる
ように努めている。また、執務時間外にお
いても当直勤務中の職員が対応した上で担

当者に引き継ぐなど、適切な運用を推進し
ている。

⒃　警察における被害少年等が相談しや
すい環境の整備

【施策番号170】
警察においては、全都道府県警察に設置さ

れている少年サポートセンターや警察署の少
年係等が窓口となって、少年や保護者等から
の相談を受け付けている。相談には、警察官
や少年補導職員が対応し、必要な助言、指導
を行っている。

被害少年からの相談の様子（被害少年は模擬）

また、全都道府県警察に「ヤングテレホン
コーナー」等の名称で電話による少年相談窓
口を設けており、フリーダイヤルによる相談
や電子メール等による夜間・休日における受
付等、少年や保護者等が相談しやすい環境の
整備を図っている。
平成29年４月現在、全国193か所に少年サ

ポートセンターが設置されており、このうち
72か所は、少年や保護者等が気軽に立ち寄る
ことができるよう、警察施設以外の施設に設
置されている。
警察庁においては、相談内容に応じた適切

な窓口を紹介するリーフレットを作成して都
道府県警察や関係府省に配布している。
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被害児童向けの相談窓口案内リーフレット

⒄　「指定被害者支援要員制度」の活用
【施策番号171】

警察においては、専門的な被害者支援が必
要とされる事案が発生したときに、あらかじ
め指定された警察職員が事件発生直後から犯
罪被害者等への付添い、情報提供等を行った
り、被害者支援連絡協議会等のネットワーク
を活用しつつ、部外のカウンセラー、弁護士
会、関係機関又は犯罪被害者等の援助を行う
民間の団体等の紹介・引継ぎを行ったりする
指定被害者支援要員制度を各都道府県警察で
運用している。また、指定被害者支援要員に
対して、犯罪被害者支援において必要となる
知識等についての研修、教育等を実施してい
る。
平成28年末現在、指定被害者支援要員とし
て全国で3万6,610人が配置されている。

指定被害者支援要員制度

犯罪被害者支援が必要とされる事案の発生時

あらかじめ指定された警察職員が各種被害者支援活動を推進する制度
【支援要員3万6,610名（うち女性警察職員7,451名）】 ※平成28年12月末現在

対象事件 支援要員の任務

・　殺人、傷害、性犯罪等の身体犯
・　重傷、ひき逃げ、交通死亡事故事件
・　その他必要と認められる事件

・　各種手続の説明
・　事情聴取、実況見分等の立会い
・　病院等への付添い
・　相談・要望対応
・　民間被害者支援団体等の紹介　等

支援要員による病院の付添い（被害者は模擬）

○　海上保安庁においては、犯罪被害者等
の支援及び関係機関との連絡調整を行う
犯罪被害者等支援主任者を部署ごとに指
定し、犯罪被害者等の具体的な事情を把
握し、その事情に応じ犯罪被害発生直後
から犯罪被害者等へ必要な助言、情報提
供等を行うとともに、具体的な支援の説
明を行うなど、犯罪被害者等の精神的・
経済的負担の軽減に努めている。

⒅　交通事故相談活動の推進
【施策番号172】

国土交通省においては、交通事故相談活動
に携わる地方公共団体の交通事故相談員に対
して、各種研修や実務必携の発刊等を通じ、
その能力の向上や、交通事故被害者等から刑
事手続等の相談を受けた場合の対応について
の周知を図っている。

⒆　公共交通事故被害者への支援
【施策番号173】

国土交通省においては、平成24年４月、公
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共交通事故による被害者等への支援の確保を
図るため、公共交通事故被害者支援室を設置
し、被害者等から事業者への要望の取次ぎ、
相談内容に応じた適切な関係機関の紹介等を
行っている。
29年度においては、公共交通事故発生時に
は、被害者等からの相談を聞き取って適切な
相談窓口を紹介し、平時には、支援に当たる
職員に対する教育訓練の実施、関係機関との
ネットワークの構築、公共交通事故被害者等
支援フォーラムの開催、公共交通事業者にお
ける被害者等支援計画の策定の働き掛け等を
行った。
28年１月に発生した軽井沢スキーバス事故
に関しては、被害者等を対象とした再発防止
に向けた対策の説明及び意見聴取のための会
合を開催するとともに、継続的に遺族会との
意見交換会を開催するなどの対応を実施し
た。

⒇　婦人相談所等職員に対する研修の促進
【施策番号174】

厚生労働省においては、平成23年度から、
国立保健医療科学院で行っている婦人相談所
等指導者研修等において、配偶者からの暴力
の被害を受けた女性の人権、配偶者からの暴
力の特性等に関する理解を深めるための婦人
相談所等の職員に対する専門研修を実施して
いる（P43【施策番号108】参照）。

㉑　ストーカー事案への対策の推進
【施策番号175】

内閣府においては、地方公共団体における
ストーカー被害者支援の充実を図るため、有
識者の検討会を開催し、ストーカー事案に係
る効果的な支援を行うための指針の内容等に
ついて検討するとともに、これに基づき「ス
トーカー被害者支援マニュアル」を作成し、
地方公共団体及び被害者支援を行っている関
係機関等に配布した。
（P67【施策番号165】参照）

㉒　ストーカー事案への適切な対応
【施策番号176】

平成29年中の警察におけるストーカー事案
の相談等件数は２万３,079件であった（警察
庁ウェブサイト「平成29年におけるストー
カー事案及び配偶者からの暴力事案等への対
応状況について」：https://www.npa.go.jp/
safetylife/seianki/stalker/H29STDV_
taioujoukyou_shousai.pdf）。
ストーカー事案は、加害者の被害者に対す

る執着心や支配意識が非常に強いものが多
く、また、加害者が、被害者に対して強い危
害意思を有している場合には、検挙されるこ
とを顧みず大胆な犯行に及ぶこともあるな
ど、事態が急展開して重大事件に発展するお
それが大きい。
このため、警察においては、ストーカー事

案をはじめとする人身の安全を早急に確保す
る必要の認められる事案に一元的に対処する
ための体制を確立し、被害者等の安全の確保
を最優先に対処することとしている。具体的
には、ストーカー規制法その他の法令の積極
的な適用による加害者の検挙のほか、被害者
等の安全な場所への避難や身辺の警戒、110
番緊急通報登録システムへの登録、ビデオカ
メラや緊急通報装置等の資機材の活用、被害
者等の保護措置等、組織による迅速・的確な
対応を推進している。また、被害者等からの
相談に適切に対応できるよう、被害者の意思
決定支援手続等を導入している。
さらに、逮捕状請求における被疑事実の要

旨記載に際しての被害者に関する事項の表記
方法への配慮、仮釈放又は保護観察付執行猶
予となった者に関する保護観察所等との連携
強化、被害者支援における婦人相談所、法テ
ラス等の関係機関との協力等、被害の拡大及
び再被害の防止対策を推進している。
警察においては、29年6月から全面施行さ

れたストーカー行為等の規制等に関する法律
の一部を改正する法律を踏まえ、改正後のス
トーカー規制法の規定を積極的に適用し、ス
トーカー事案に迅速・的確に対処するととも
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に、同年４月、ストーカー総合対策関係省庁
会議において「ストーカー総合対策」を改訂
し、関係機関と連携した取組を一層推進して
いる。

㉓　人身取引被害者の保護の推進
【施策番号177】

人身取引は重大な人権侵害であり、人道的
観点からも迅速・的確な対応が求められてい
る。これは、人身取引が、その被害者に対し
て深刻な精神的・肉体的苦痛をもたらし、そ
の被害の回復は非常に困難だからである。
政府においては、平成16年４月から人身取
引対策に関する関係省庁連絡会議を開催する
などして関係機関が緊密な連携を図りつつ、
「人身取引対策行動計画」（同年12月犯罪対策
閣僚会議決定）、「人身取引対策行動計画
2009」（21年12月犯罪対策閣僚会議決定）に
基づき、人身取引の防止・撲滅と被害者の適

切な保護を推進してきたところ、引き続き人
身取引対策に係る情勢に適切に対処し、政府
一体となってより強力に、総合的かつ包括的
な人身取引対策に取り組んでいくため、26年
12月、犯罪対策閣僚会議において「人身取引
対策行動計画2014」を決定するとともに、関
係閣僚から成る人身取引対策推進会議を随時
開催することとした。
29年５月、人身取引対策推進会議の第３回

会合を開催し、我が国における人身取引によ
る被害の状況や、関係省庁による人身取引対
策の取組状況等をまとめた年次報告「人身取
引対策に関する取組について」を決定・公表
するとともに、引き続き、人身取引の根絶を
目指し、同計画に基づく取組を着実に進めて
いくことを確認した。
また、同年６月の「外国人労働者問題啓発

月間」に合わせて政府広報テレビ番組及びバ
ナー広告により、同年７月30日の「人身取引

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ

※　法的にストーカーとDV の両方に
　該当することがある。被害者

警察以外の対応

専門機関
等の紹介

刑事
手続

被害の
届出

捜査・
検挙

警告書
の交付

禁止命令等を
求める申出

禁止命令等

違反した場合

捜査・検挙

 警告を
求める申出

援助を求める
申出

援助を求める
申出

警察本部長等の
援助

警察本部長等の
援助

地　方
裁判所

行政手続
（禁止命令等）

行政手続
（警告）

被害防止の
援助

口頭注意
等

被害防止の
援助

専門機関
等の紹介

加害者から
の保護

「保護命令」申立て

保 護 命 令

違反した場合

捜査・検挙

警察以外の対応警察の対応 警察の対応

被害者

ストーカー対策の流れ 配偶者からの暴力等（DV）対策の流れ

【例】
○　暴行

○　脅迫

○　名誉毀損

○　ストーカ
ー行為罪

被害の
届出

捜査・
検挙

【例】
○　暴行

○　脅迫

○　名誉毀損

刑事
手続

○　接近禁止命令（6か月）
○　子供への接近禁止命令
　（6か月）
○　親族等への接近禁止命
　令（6か月）
○　電話等一定の行為に対
　する禁止命令（6か月）
○　退去命令（2か月）

【例】
○　行為者の氏名及

び連絡先の教示

○　住民基本台帳閲
覧制限に係る支援

○　110番緊急通
報登録システムへ
の登録

【例】
○　住民基本台帳閲

覧制限に係る支援

○　被害防止に資す
る物品の教示又は
貸出し

○　110番緊急通
報登録システムへ
の登録

○ 配偶者暴力
相談支援
センター

○ NPO　等

○ 配偶者暴力
相談支援
センター

○ NPO　等

08_犯被30_第4章.indd   72 30/05/24   9:19:23



73

第
４
章

1　相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）

反対世界デー」及び同年11月の「女性に対す
る暴力をなくす運動」期間に合わせてＳＮＳ
により、それぞれ我が国における人身取引の
実態、人身取引の防止・撲滅及び被害者の保

護に係る取組に関する広報を実施し、被害に
遭っていると思われる者を把握した際の通報
を呼び掛けた。

ストーカー事案に対する警察の対応の流れ

1年以下の懲役又は100万円以下の罰金

警告

警 察 本 部 長 等 に よ る 援 助

被
害
者
・
密
接
関
係
者
（※

１
）
か
ら
の
相
談

ス
ト
ー
カ
ー
行
為
等
に
該
当

聴
聞

意
見
の
聴
取

結果を被害者に通知

援助を受けたい旨の申出

刑罰法令に抵触しない

他の刑罰法規に抵触 　被害者の意思を踏まえ、検挙その他の適切な措置

禁止命令等の
申出

身体の安全に係る
場合のみ職権可

職権可

禁止
命令等

2年以下の懲役又は
200万円以下の罰金

6月以下の懲役又は
50万円以下の罰金

申出に基づく場合のみ

1　つきまとい・待ち伏せ・押し掛け・
みだりにうろつく

2　監視していると告げる行為
3　面会・交際の要求
4　乱暴な言動

5　無言電話・連続電話・FAX・電子メール・
SNSを用いたメッセージ送信等

6　汚物などの送付
7　名誉を傷つける
8　性的羞恥心の侵害

・　被害者の住所地
・　被害者の居所の所在地
・　加害者の住所地（※4）
・　行為地　のいずれかを管轄

・　被害者の住所地
・　被害者の居所の所在地
・　加害者の住所地（※4）
・　行為地　のいずれかを管轄

警察本部長等

公安委員会（警察本部長等に委任可）

　事案に応じて、防犯指導、地方公共団体の関係部局、弁護士等の他の機関への紹介等の方法により、適切
な自衛・対応策を教示するとともに、必要があると認められる場合には、相手方に指導・警告等を行う。

・　期間：
　1年間
・　聴聞の
　上更新可

結
果
を
被
害
者
に
通
知

禁止命令等に従わずに更に
反復してつきまとい等

※4　日本国内に住所がないとき又は住所が知れないときは居所

※3　「つきまとい等」とは、特定の者に対する恋愛感情その他の好意の感情又はそれが満た
　されなかったことに対する怨恨の感情を充足する目的で、次の行為をすることをいう。

警
告
の
申
出 

緊
急
の
場
合

通
常
の
場
合

ス
ト
ー
カ
ー
行
為
（※

２
）

つ
き
ま
と
い
等
（※

３
）

※1　「密接関係者」とは、被害者の配偶者、直系又は同居の親族
その他当該被害者と社会生活において密接な関係を有する者
をいう。

※2　「ストーカー行為」とは、同一の者に対し、つきまとい等を
反復してすることをいう。

ストーカー総合対策

○「すべての女性が輝く政策パッケージ」（平成 26 年 10 月 10 日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）
・ストーカー対策の抜本的強化「関係省庁からなる会議で検討の上、総合対策を年度内を目途に取りまとめ」

○「ストーカー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律（平成28年法律第102号）」（平成 28 年 12 月６日成立）
・規制対象行為の拡大、行政措置及び罰則の見直し、関係者による被害者等の安全確保及び秘密保持の配慮　等

平成 27 年３月 20 日　ストーカー総合対策　策定

平成 29 年４月 24日　ストーカー総合対策　改訂

１　被害者等からの相談対応の充実
◆ 早期の段階で被害者等が関係機関につながることができるよう、被害者等

からの相談窓口の充実
◆ 被害者等の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（以下「職務関

係者」）に対し、被害者等の人権、ストーカー行為等の特性等に関する理
解を深めるために必要な研修及び啓発の実施

◆ 民間の自主的な組織活動を含めた関係機関間の連携協力の推進

２　被害者情報の保護の徹底
◆ 加害者となるおそれのある者に対し、被害者等に係る情報の提供が禁止さ

れていることに係る関係者への周知
◆ 職務関係者による被害者等の秘密の保持への十分な配慮
◆ 国、地方公共団体等が保有する被害者等の個人情報の管理について、

ストーカー行為等の防止のための必要な措置の実施

３　被害者等の適切な避難等に係る支援の推進
◆　婦人相談所における一時保護、都道府県警察における一時避難に係る

経費の補助等、一時避難場所を確保するために必要な連携体制整備等の
推進

◆　婦人保護施設における中長期支援、公的賃貸住宅への優先入居等、長
期的避難のための支援措置の実施

◆　弁護士費用の負担軽減、地方公共団体が実施した措置に対する地方交
付税による財政措置等、被害者等への経済面からの支援方策の実施

４　調査研究、広報啓発活動等の推進
◆　国、地方公共団体による加害者を更生させるための方法、被害者等の心

身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進
◆　ストーカー行為等の被害実態把握のための取組の推進
◆　被害者にも加害者にもならないための教育活動を通じた知識の普及及び

啓発の推進
◆　ストーカー被害の未然防止・拡大防止等に関する広報活動を通じた知識

の普及及び啓発の推進

５　加害者対策の推進
◆　ストーカー加害者が抱える問題にも着目し、関係機関が連携した様々な段

階における更生に向けた取組の推進
◆　仮釈放者及び保護観察付執行猶予者の特異動向等に係る保護観察所

及び警察の連携による必要な措置の実施
◆　加害者への治療等に係る警察及び地域精神科医療等との連携の推進
◆　受刑者及び少年院在院者に対する、ストーカー行為につながる問題性を

考慮したプログラムの実施及び充実

６　支援を図るための措置
◆　人材の養成及び資質の向上、被害者等の支援のために必要な体制の整

備、民間の自主的な組織活動の支援に係る施策のための財政上の措置

Ⅱ　概要

Ⅰ　経緯

ス ト ー カ ー 総 合 対 策
ストーカー総合対策関係省庁会議
（内閣府、警察庁、総務省、法務省、
　文部科学省、厚生労働省、国土交通省）
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人身取引対策ポスター

提供：内閣府

㉔　検察庁の犯罪被害者等支援活動にお
ける福祉・心理関係の専門機関等との
連携の充実

【施策番号178】
法務省においては、犯罪被害者等に配慮し
た捜査や公判活動を行うため、検察官等の研
修において、福祉・心理関係の専門機関の関
係者を講師に招くなど、その連携・協力の充
実・強化を図っている。

㉕　検察庁における被害者支援員と関係
機関・団体等との連携・協力の充実・
強化及び情報提供の充実

【施策番号179】
地方検察庁においては、犯罪被害者等に対
し、よりきめ細かな配慮を行うため、犯罪被
害者等の支援に携わる被害者支援員を配置し
ている。
被害者支援員は、犯罪被害者等からの様々
な相談への対応、法廷への案内・付添い、事
件記録の閲覧や証拠品の返還等の各種手続の
手助け等をするほか、犯罪被害者等の状況に
応じて精神面、生活面、経済面等の支援を
行っている関係機関・団体等を紹介するなど
の支援活動を行っている。
被害者支援員を対象とする研修において、
被害者支援に携わる者を講師として招いてい

るほか、日々の活動として、被害者支援団体
等との意見交換の場を設けるなど、被害者支
援の状況についての情報交換を行い、その連
携・協力の充実・強化を図っている。また、
被害者支援員の意義や役割について記載され
ている犯罪被害者等向けパンフレット「犯罪
被害者の方々へ」を犯罪被害者支援を行って
いる関係機関・団体等に配布するなどして、
被害者支援員制度に係る情報提供の充実を
図っている。
犯罪被害者等による電話やファックスでの

被害相談の受付のため、地方検察庁等に、被
害者相談専用電話番号（ホットライン）を設
け、被害者支援員等が電話対応をしている。

㉖　更生保護官署における関係機関等と
の連携・協力、被害者担当保護司との
協働による支援の充実

【施策番号180】
法務省においては、全国の保護観察所に被
害者担当の保護観察官及び被害者担当保護司
を配置し、その協働態勢の下、主として、被
害に係る刑事裁判が終了した後又は被害に係
る加害者が保護処分を受けた後に、犯罪被害
者等に対して相談・支援を行っている。相
談・支援の実施においては、犯罪被害者等の
悩みや不安を傾聴するとともに、必要な情報
を提供するなどしている。また、支援の円滑
な実施及び支援内容の充実を期するため、国
や地方公共団体の機関、犯罪被害者等の援助
を行う民間の団体等との連携の強化を図ると
ともに、更生保護における犯罪被害者等施策
の周知に努めている。

㉗　被害者担当の保護観察官及び保護司
に対する研修等の充実

【施策番号181】
法務省においては、刑事裁判及び少年審判
終了後の相談対応の充実のため、保護観察所
に配置されている被害者担当の保護観察官及
び被害者担当保護司を対象とする研修におい
て、犯罪被害者等やその支援に携わる実務家
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による講義、事例研究及び犯罪被害者支援の
実践的技能を修得させるための演習等を実施
し、犯罪被害者等の置かれている現状や心情
等への理解を深めるとともに、適切な対応を
確実にするように努めている。

㉘　犯罪被害者の相談窓口の周知と研修
体制の充実

【施策番号182】
法務省の人権擁護機関においては、調査救
済制度周知用リーフレットを作成・配布し、
法務省の人権擁護機関が実施する人権相談や
調査救済制度の周知に努めている。
また､「子どもの人権110番」、「子どもの人
権ＳＯＳミニレター」（料金受取人払の封筒
兼便箋）、「女性の人権ホットライン」、「イン
ターネット人権相談受付窓口」等の各種相談
窓口についても、法務省のウェブサイトや広
報資料に掲載するなど、積極的な広報に努
め、その周知を図っている。
さらに、人権相談や調査救済事務に従事す
る職員を対象に、研修を実施し、犯罪被害者
等に係るものを含む人権侵害の被害の救済に
的確に対応するための体制強化を図ってい
る。
人権擁護委員に対しては、犯罪被害者等に

係るものを含む人権問題全般に適切に対応で
きるよう、適切かつ十分な研修の実施に努め
ている。

㉙　犯罪被害者である子供の支援
【施策番号183】

法務省の人権擁護機関においては、いじ
め・体罰・虐待といった子供の人権が侵害さ
れている疑いのある事案を認知した場合に
は、人権侵犯事件として調査を行い、児童相
談所等の関係機関と連携の上、事案に応じた
適切な措置を講じている。

㉚　高齢者に関する人権相談への対応の
充実

【施策番号184】
法務省の人権擁護機関においては、法務局

に出向くことが困難な高齢者施設等の社会福
祉施設の入所者やその家族が施設内で相談で
きるよう、施設の協力を得て、臨時に特設の
人権相談所を開設して、入所者等からの人権
相談に応じている。また、介護サービス施
設・事業所に所属する訪問介護員等、高齢者
と身近に接する機会の多い社会福祉事業従事
者等に対して、人権相談について周知・説明
し、人権侵害事案を認知した場合の情報提供
を呼び掛けるなどの連携を行っている。
平成29年９月４日から同月10日にかけて、

全国一斉「高齢者・障害者の人権あんしん相
談」強化週間の取組として、相談窓口の周知
を行うとともに、相談時間を延長して対応を
行った。

㉛　法テラスによる支援の検討
【施策番号185】

ア　弁護士等の法的サービスの提供を自発的
に求めることが期待できない認知機能が十
分でない高齢者・障害者等に対する資力を
問わない法律相談援助制度の創設や、代理
援助・書類作成援助の対象行為について、
民事裁判等手続の準備及び追行のために限
定されていたところ、認知機能が十分でな

子どもの人権110番ポスター

提供：法務省
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い高齢者・障害者等に対しては、生活保護
給付に係る処分に対する審査請求等、一定
の行政不服申立手続の準備及び追行のため
に拡大することを内容とする総合法律支援
法の一部を改正する法律が平成28年５月に
成立し、30年１月から施行された。

【施策番号186】
イ　ストーカー、配偶者からの暴力等及び児
童虐待の被害者に対する資力を問わない法
律相談援助制度の創設を内容とする総合法
律支援法の一部を改正する法律が28年５月
に成立し、30年１月から施行された。

㉜　地域包括支援センターによる支援
【施策番号187】

地域包括支援センターにおいては、地域の
住民や民生委員、介護支援専門員等の支援の
みでは十分に問題を解決することができな
い、又は適切なサービス等につながる方法が
見付けられないなどの困難な状況にある高齢
者に対し、市町村、保健所、医療機関等と連
携を図りつつ、成年後見制度の活用促進や高
齢者虐待への対応等に取り組み、専門的・継
続的な視点から、高齢者の権利擁護のための
必要な支援を行っている。

㉝　地方公共団体に対する子供・若者育
成支援についての計画に関する周知

【施策番号188】
内閣府においては、都道府県・政令指定都
市に対し、平成30年２月に開催した都道府
県・指定都市青少年行政主管課長等会議にお
いて、子ども・若者育成支援推進法に基づく
子供・若者育成支援についての計画を作成又
は変更する場合には、「子供・若者育成支援
推進大綱」（28年２月子ども・若者育成支援
推進本部決定）に盛り込まれた「犯罪被害に
遭った子供・若者とその家族等への対応」に
関する記述も勘案するよう、周知した。

㉞　学校内における連携及び相談体制の
充実

【施策番号189】
ア　P26【施策番号55】参照

【施策番号190】
イ　文部科学省においては、学校において虐
待を受けた子供の早期発見、早期対応が可
能となるよう、虐待を受けた子供への対
応、健康相談の進め方等についてまとめた
参考資料も活用しながら、養護教諭等の資
質向上のための研修等の内容の充実を図っ
ている。

㉟　教育委員会と関係機関・団体等との
連携・協力の充実・強化及び学校にお
ける相談窓口機能の充実

【施策番号191】
児童生徒による暴力行為の発生件数が依然
として相当数に上っており、また、教職員の
体罰や児童生徒間のいじめにより重大な被害
が生じる事案も引き続き発生していること等
が教育上の大きな課題となっている。これら
を踏まえ、文部科学省においては、学校にお
ける教育相談体制の充実に取り組むととも
に、都道府県・政令指定都市の教育委員会や
学校に対して、
・　犯罪行為として取り扱われるべきと認め
られる暴力行為やいじめ事案については、
いじめられている児童生徒を徹底して守り
通すという観点等から、早期に警察へ相
談・通報し、警察と連携した対応を講じる
ことが重要であること。
・　教員が体罰を目撃した場合や学校が体罰
や体罰を疑われる事案の報告・相談を受け
た場合には、事実関係の正確な把握に努め
るとともに教育委員会へ報告すること。
・　学校が体罰の訴えや教員等との関係の悩
みを相談することができる体制を整備し、
相談窓口の周知を図ること。
等を示し、教育委員会と関係機関・団体等と
の連携・協力や相談を受け付ける体制の整備
を促している。
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また、犯罪被害者支援のための諸制度を所
掌する省庁の協力を得て、「被害者の手引」
等当該制度に関する案内書や申込書を教育委
員会に常備し、教育関係者等に提供してい
る。

㊱　犯罪被害者等である児童生徒が不登
校になった場合における継続的支援の
促進

【施策番号192】
不登校児童生徒への支援について初めて体
系的に定めた、義務教育の段階における普通
教育に相当する教育の機会の確保等に関する
法律が、平成28年12月に成立し、29年2月か
ら全面施行された。
文部科学省においては、同法を踏まえ、同
年３月に、学校が不登校児童生徒に対し組織
的かつ継続的支援を推進するなどの不登校児
童生徒への支援に関する施策を推進するため
の基本的な指針を策定し、同法及び同指針の
趣旨等を教育関係者に周知した。
また、不登校児童生徒への支援に際して中
核的な機能を果たす教育支援センター等の設
置促進、機能強化等に関する実践研究等を実
施した。

㊲　医療機関等と関係機関・団体等との
連携・協力の充実・強化及び医療機関
における情報提供等の充実

【施策番号193】
ア　厚生労働省においては、医療機関等が犯

罪被害者等の支援を行っている関係機関・
団体等と連携・協力できるよう、犯罪被害
者等の支援等に関する情報提供を必要に応
じて実施するなど、適切に対応している。

【施策番号194】
イ　保健所や精神保健福祉センターにおいて
は、医療機関等の関係機関と連携しつつ、
犯罪被害者等に対して、精神保健に関する
相談支援を実施している。
精神保健福祉センターにおいては、専門
知識を有する者による面接相談や電話相談
（「こころの電話」）の窓口を設置し、地域
住民が気軽に相談できる体制を整備してい
る。また、必要に応じ医師による診察を行
い、医療機関への紹介や医学的指導等を
行っている。

㊳　各都道府県警察に対する犯罪被害者
等への情報提供等の支援に関する指導
及び好事例の勧奨

【施策番号195】
警察庁においては、情報提供をはじめとす

る基本的な犯罪被害者支援施策が確実に実施
されるよう、各種会議等を通じて都道府県警
察に対し指導するとともに、好事例を紹介す
ることにより同様の取組を勧奨している。ま
た、毎年、被害者支援担当者体験記を発行
し、各都道府県警察に配布している（P77コ
ラム14「警察職員による被害者支援手記」参
照）。

▶ 警察職員による被害者支援手記

警察においては、毎年、犯罪被害者支援に関する警察職員の意識の向上と国民の理解促進を
図ることを目的に、犯罪被害者支援活動に当たる警察職員の体験記を広く募集し、優秀な作品
を称揚するとともに、優秀作品を編集した「警察職員による被害者支援手記」を刊行し、これ
を広く公開している（警察庁ウェブサイト「警察職員による被害者支援手記」：http://www.
npa.go.jp/higaisya/syuki/index.html参照）。
平成29年度優秀作品の一つを紹介する※。

コラム14
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「一瞬の出来事～私の生きる道」
警察署勤務　警部補　男性

「私たちの今の気持ちは警察官のあなたには分かりません」
これは交通事故で最愛の娘さんを一瞬にして亡くした両親からの言葉であった。
私は平成14年、警察署で交通課主任として勤務していた。
季節は初夏で、帰宅して食事を取っていた時、携帯電話が鳴った。
何気なく悪い予感を受け電話に出ると、警察署の宿直から
「国道で大型トラックと普通乗用車の正面衝突事故が発生し、４人即死の状態です」
と耳を疑うような言葉が飛び込んできた。
私はすぐに現場へ急行したところ、事故関係車両であった普通乗用車は、車名が判別できな

いくらい大破した状態で止まっており、先着したパトカー乗務員に事故状況を聞いたところ、
普通乗用車がセンターラインを越えて対向車線の大型トラックと正面衝突した。
普通乗用車には若い男女５人が乗車していたが、４人は即死状態、後部座席真ん中の女
性は意識があり、病院に搬送した。

というものであった。
助かった女性の証言や現場見分から、事故は、未成年の男女５人がドライブ中、運転者がハ

ンドル操作を誤って左縁石に接触後、対向車線に進出し、折から登坂車線を走行して来た大型
トラックにノーブレーキの状態で衝突したものであることが判明した。
この事故の捜査主任官であった私は、亡くなった被害者の遺族から調書を作成することに

なったが、皆、両親がそろって、生前の息子・娘の手帳、携帯電話等、思い出の品を持って警
察署を訪れた。
長女を亡くした両親は、突然の娘の死をまだ受け入れられないのか、私の問いかけにも上の

空の状態であったことから、
「大変でしたね、おつらい気持ち分かりますよ」
と言ってしまった。
遺族に対して、軽はずみな同情の言葉は禁句であることは承知しているはずであったが、し

かし、そう言わなければ言葉が続かない状況でもあった。
案の定、両親は顔を伏せたまま、
「私たちの今の気持ちは警察官のあなたには分かりません」
とつぶやいた。
あなたには分からない・・・いいえ、私は分かりますよ。
私は50年前、一生忘れることのできない出来事に遭遇した。
当時８歳、小学校２年生の私は、両親と４歳年下の弟の４人家族で暮らしていた。
季節は冬、昭和42年12月、クリスマス前ということで、家族で都市部の繁華街に買物に行く

ことになっていた。
都市部に行くには汽車に１時間程度乗って行くため、幼い兄弟にとっては正に大旅行、朝か

らうきうきし、両親より先に外に出て待っていた。
自宅前の道路は非舗装で、交通量も閑散であった。
兄弟の気持ちは高ぶり、鬼ごっこをするかのようにじゃれ合って、弟は塀から路上に飛び出

して行った。
弟の姿が視界から消えた瞬間、「ボン」という鈍い音がしたかと思うと、目の前を黒い塊が

ころころと転がって行くのが見えた。
一瞬の出来事だった。
ただならぬ異音を聞いて飛び出て来た両親は、道路上に転がっている弟のもとに駆け寄り、

母は血だらけの弟を抱きかかえた。
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父は「救急車、救急車」と絶叫し、騒ぎを聞き付けて外に集まって来た隣人が救急車を手配
してくれたようで、やがて救急車が到着し、顔面血だらけでぐったりしたままの弟は母と共に
車内に運ばれ、けたたましいサイレンを鳴らして現場を離れた。
夢を見ているようであった。
しかし、何が起こったかは理解していた。
そして、その原因が自分にあると思っていた。
鬼ごっこをして弟が道路に飛び出した。自分がちゃんと手をつないでいたら・・・。
８時間後、手当てのかいもなく弟は力尽きた。
父に促され、処置室のベッドに横たわって眠っている弟と別れの握手をしたが、まだ手にぬ

くもりが残っていた。
これが自分が体験する身内の初めての死であった。
通夜の時、嘆き悲しむ両親の姿を目の当たりにし、思い余ってつい父に「もう泣くな、僕が

いるじゃないか」と言ってしまった。父は「そうじゃな、そうじゃな」と泣きながら私を抱き
しめたが、やはり「弟の死は自分の責任」という負い目があった。
しかし、そんな気持ちも同級生からの作文に救われた。
クラスの皆が私に励ましの作文を書いてくれたようで、葬儀後に担任の先生が届けてくれた。
私は嬉しく、一つ一つ同級生の顔を思い浮かべながら読んだ。
割と仲の良かった男の子の作文であったが、子供心に、本当に心に染み入る文章があった。
君が悪いんじゃないんだよ。
事故をした人が絶対悪いんだよ。
早く元気になって笑顔で学校においで。

心の中を見透かされているようであったが、嬉しかった。
救われたような気がした。何回も何回も読み返した。
ほかにも、
離れた場所から弟さんの葬式の様子を見ていて、天国に行きますようにとお祈りをした。

という、話もあまりしたことのない女の子の作文もあった。
有り難かった。一人じゃないと思った。
その作文は私にとって、大きな大きな被害者支援となった。
その後、私は警察官になり、そして交通事故を担当する交通警察に30年間携わることになる。
50歳代後半となった今では、昨日の夕食の献立も思い出せない状態であるが、あの時のこと

は脳裏に刷り込まれ、おそらく死ぬまで忘れることはできないと思う。
自分には分かりますよ、なぜなら・・・

と、当時の経験談を打ち明けると、沈んでいた両親は顔を上げ、食い入るように私の話に耳を
傾け、つらい心情を吐露し、「事故時の真実が知りたい、娘はなぜ死んだのかを教えてほしい」
と訴え、お互い涙の取調べになり、終了後、その両親は

「大変お世話になりました。」
と頭を下げて帰って行かれた。
現在、私は犯罪被害者支援という犯罪被害者、遺族の心の支えとなる職に携わっている。
以前、同級生の純粋な気持ちを表した作文に救われたように、今度は私が誰かの支えになら

なければいけない。それが、わずか４年しか生きることのできなかった弟に託された私の人
生、生きる道だと思っている。

※　掲載に当たって一部改稿した。
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※　犯罪被害者支援法第23条の規定に基づき、犯罪被害等の早期軽減に資する事業を適正かつ確実に行うことができると認められるもの
として、都道府県公安委員会が指定した非営利法人

㊴　「被害者の手引」の内容の充実等
【施策番号196】

ア　都道府県警察においては、刑事手続の概
要、犯罪被害者等のための制度、犯罪被害
者等支援に係る関係機関・団体等の連絡先
等を記載したパンフレット「被害者の手
引」を、被害者連絡の対象者に配布すると
ともに、刑事手続や犯罪被害者等のための
制度について情報提供する場合にも広く活
用している。
また、警察庁においては、犯罪被害者等
のための制度に関する情報を警察庁ウェブ
サイト「警察による犯罪被害者支援」（http://
www.npa.go.jp/higaisya/index.html）に掲
載し、紹介している。

【施策番号197】
イ　P51【施策番号129】参照

㊵　犯罪被害者等の保護・支援のための
制度の周知

【施策番号198】
警察においては、犯罪被害遺児に対する奨
学金給与事業等を実施している公益財団法人
犯罪被害救援基金（http://kyuenkikin.or.jp）
について情報提供を行っている。同基金で
は、昭和56年５月の設立以来、平成30年3月
末までに2,035人の犯罪被害遺児を奨学生と
して採用し、約25億4,256万円の奨学金を給
与している。また、同基金においては、20年
12月から、基本法の趣旨を踏まえ、現に著し
く困窮している犯罪被害者等であって、社会
連帯共助の精神にのっとり特別な救済を図る
必要があると認められる者に対して支援金を
支給する事業を実施しており、20年度から29
年度にかけて、海外での殺傷事件の被害者等
6人と、現に著しく困窮している被害者等４
人に総額2,250万円を支給している（損害賠
償請求制度に関する情報提供の充実について
は、P3【施策番号３】参照）。

○　海上保安庁においては、ウェブサイト
（ht t p : / /www . k a i h o .m l i t . g o . j p /
questions/hanzaihigai/shien.html）で犯
罪被害者等支援制度に係る周知を図ると
ともに、犯罪被害者等支援に係る業務を
専門的かつ総合的に取り扱う警務管理官
の指導の下、犯罪被害者等支援主任者に
指定された海上保安官により、関係機関
との連携・情報提供等を行っている。

㊶　刑事の手続等に関する情報提供の充実
【施策番号199】

ア　P50【施策番号128】参照
【施策番号200】

イ　P51【施策番号130】参照

㊷　性犯罪被害者による情報入手の利便
性の拡大

【施策番号201】
都道府県警察においては、性犯罪被害者か
ら被害相談等を受けるための性犯罪被害相談
電話窓口の設置、相談室の整備等を推進し、
性犯罪被害者による情報入手の利便性の拡充
を図っている。各都道府県警察本部におい
て、女性警察官等による性犯罪被害相談電話
の受理体制及び相談室が整備されており、平
成29年８月に、性犯罪被害者がより相談しや
すくなるよう、各都道府県警察の性犯罪被害
相談電話につながる全国共通の短縮ダイヤル
番号（＃8103（ハートさん））を導入した
（P81コラム15「性犯罪被害相談電話に係る
全国共通電話番号の導入」参照）。
また、事件化を望まない性犯罪被害者に対
しても、犯罪被害者支援団体が提供し得る支
援の内容や秘密が守られること等を十分に説
明した上で、当該被害者の同意を得てその被
害者の連絡先や相談概要等を犯罪被害者等早
期援助団体※に提供するなど、当該被害者が
早期に犯罪被害者支援団体による支援を受け
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やすくなるように努めている。

▶ 性犯罪被害相談電話に係る全国共通電話番号の導入

第３次基本計画において、被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する相談体制の充実等が
盛り込まれ、性犯罪被害者支援の充実に関し、相談窓口の認知度の向上や相談しやすい環境の
整備等が掲げられた。
これを踏まえ、警察庁では、平成29年８月から、各都道府県警察が設置している性犯罪被害

相談電話につながる全国共通電話番号を導入した。

従来、各都道府県警察が設置している性犯罪被害相談電話については、都道府県警察ごとに
個別の電話番号が設けられていたことから、一般的に認知度が高くなく、また、相談者が電話
をかける際、個別の電話番号を調べなければならず、利便性が高いとはいえないなどの問題が
あった。
そこで、シンプルな全国共通電話番号を導入することにより、相談窓口の認知度の向上を図

るとともに、相談者が相談窓口にアクセスしやすくするなど、性犯罪被害者が相談しやすい環
境を整えることとしたものである。

全国共通電話番号は、性犯罪被害に理解の深い関係者等からの意見も踏まえ、「＃8103」を
採用し、同番号に電話をかけると、発信地を管轄する都道府県警察の性犯罪被害相談電話につ
ながるようになっている。
同番号は、警察が性犯罪被害者の心（ハート）に寄り添うことをイメージし、また、親しみ

やすいものとするため、「ハー（８）・ト（10）・さん（３）」と呼んでおり、ポスター等による
広報を行っている。
なお、各都道府県警察の個別の性犯罪被害相談電話の番号についても、引き続き利用が可能

である。

性犯罪被害相談電話に 
関する広報ポスター

098 - 868 - 0110

沖縄県警

0120 - 797 - 874

岩手県警

0120 - 89 - 7834

青森県警

0120 - 756 - 310

北海道警

全国共通電話番号
＃8103

（ハートさん）

導 入 後

導入

※相談方法

098 - 868 - 0110

沖縄県警

0120 - 797 - 874

岩手県警

0120 - 89 - 7834

青森県警

0120 - 756 - 310

北海道警

導 入 前

性犯罪被害者は、
各都道府県警察
の相談電話番号
を検索し電話する。

従前の電話番
号に加え、全
国共通のシン
プルな電話番
号を導入し、
両方の番号か
ら相談可能

全国共通電話番号のイメージ

コラム15
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㊸　法テラスによる支援
【施策番号202】

ア　P2【施策番号２】参照
【施策番号203】

イ　法テラスの犯罪被害者支援業務において
は、警察庁や日本弁護士連合会等の関係機
関・団体と十分な連携を図っていくことが
求められている。このため、これらの関係
機関・団体に法テラスについて周知すると
ともに、各都道府県警察等が事務局となっ
て主催している被害者支援連絡協議会やそ
の分科会に参加したり、犯罪被害者週間に
おける啓発・広報活動等を協力して行った
りするなど、犯罪被害者支援に関係する機
関・団体との連携・協力関係の強化を図っ
ている。

また、弁護士会や犯罪被害者支援団体と
の連携・協力の下、犯罪被害者等が必要と
する支援にたどり着けるよう、犯罪被害者
等の状況に応じた最適の専門機関・団体を
紹介するコーディネーターとしての役割を
果たせるように努めている。
法テラスが運用している犯罪被害者支援

ダイヤルにおける平成29年度中の問合せ件
数は１万3,461件であった。主な問合せ内
容は、生命・身体犯被害、配偶者からの暴
力等、性被害、ストーカー被害等であった。
同年度中の全国の地方事務所における電

話及び担当者との面談による犯罪被害者支
援に関する情報提供件数は１万2,717件で
あった。

法テラスによる支援

年　　度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
犯罪被害者支援ダイヤル
受電件数 8,541 10,429 10,482 9,780 11,048 11,321 13,137 13,056 12,014 13,461

地方事務所受付件数 11,403 15,616 14,089 13,096 15,582 14,081 12,695 13,380 13,825 12,717

提供：法務省

犯罪被害者支援ダイヤルで対応した問合せに対する 
紹介先（平成29年度）

弁護士会
35.0％

司法書士会
1.6％

地方公共団体
4.3％

法テラス
地方事務所

44.2％

警察 1.2％

交通事故相談機関・
団体 1.9％

労働問題相談機関・
団体 2.6％

人権問題相談機関・団体
0.9％民間支援団体

0.8％

その他機関・団体
（裁判所・暴追センター等）

4.2％

福祉・保健・医療機関・団体
0.4％

児童相談所 0.2％

検察庁 0.1％

配偶者暴力相談
支援センター・
女性センター等

2.6％

提供：法務省

地方事務所で対応した問合せに対する 
紹介先（平成29年度）

弁護士会
53.4％

司法書士会
3.0％

地方公共団体
8.9％

警察 2.9％

交通事故相談機関・
団体 3.7％

労働問題相談機関・
団体 7.0％

裁判所 2.3％

人権問題相談機関・
団体 2.2％

民間支援団体 1.9％
その他機関・団体 5.3％

福祉・保健・医療機関・団体
1.7％

児童相談所 0.4％

暴追センター 0.3％

検察庁 0.2％

配偶者暴力相談
支援センター・
女性センター等

6.8％

提供：法務省
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【施策番号204】
ウ　法テラスにおいては、被害を受けた時か
らの時間的経過の長短を問わず、情報提供
等を通じた支援を行っている。

【施策番号205】
エ　P50【施策番号127】参照

㊹　自助グループの紹介等
【施策番号206】

警察においては、犯罪被害者等の要望を踏
まえつつ、相談や支援等の機会を通じて、又
は犯罪被害者等の援助を行う民間の団体を介
して、犯罪被害者等に自助グループを紹介し
ている。

㊺　犯罪被害者等施策のウェブサイトの
充実

【施策番号207】
警察庁においては、犯罪被害者等施策に関
する各種情報（関係法令、相談機関、地方公
共団体における総合的対応窓口等）や犯罪被
害者白書概要版の英文をウェブサイト（警察
庁ウェブサイト「犯罪被害者等施策」：
http://www.npa.go.jp/hanzaihigai/index.
html）に掲載しており、その内容の充実を
図っている。
また、ＳＮＳ（警察庁フェイスブック「犯
罪被害者等施策」：https://www.facebook.
com/npa.hanzaihigai/）を活用し、各地にお
けるイベントの紹介等、犯罪被害者等施策に
関する情報の発信を行っている。

犯罪被害者等施策のウェブサイト

㊻　海外における邦人の犯罪被害者等に
対する情報提供等

【施策番号208】
在外公館においては、現地警察への犯罪被

害の届出に関する助言や弁護士・通訳者のリ
スト、医療機関に関する情報提供のほか、本
人が連絡できない場合の家族との連絡の支援
や緊急移送に関する助言、遺体の身元確認に
関する支援等を行っている。
外務省においては、海外での邦人の犯罪被
害を未然に防止し、被害に遭った場合の対処
法について広く周知を図るため、広報冊子
「～海外旅行のトラブル回避マニュアル～海
外安全虎の巻」を毎年改訂の上、全国の都道
府県旅券事務所や旅行会社、学校等に配布す
るとともに、「海外安全ホームページ」
（https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/
pdf/tora_2018.pdf）及び海外安全アプリにも
掲載するなど、海外における邦人の犯罪被害
に関する情報を分かりやすく伝えるととも
に、国民が事前にこれらの情報を得る機会が
増加するよう取り組んでいる。

海外における安全のための広報冊子

提供：外務省

平成28年に、在外公館及び公益財団法人日
本台湾交流協会が取り扱った海外における犯
罪被害に係る援護件数は４,202件（４,409人）
であり、このうち最も多いものは「窃盗被
害」（３,416件、３,576人）となっており、こ
れに「詐欺被害」（308件、309人）、「強盗被
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害」（233件、252人）が続いている。

平成28年に在外公館が取り扱った 
邦人の犯罪被害援護件数

件名 件数 人数
殺 人 9 9
傷 害・ 暴 行 85 93
強姦・強制猥褻 31 32
脅 迫・ 恐 喝 50 54
強 盗・ 強 奪 233 252
窃 盗 3,416 3,576
詐 欺 308 309
誘 拐 0 0
テ ロ 2 10
そ の 他 68 74

計 4,202 4,409

（注）�　在外公館が援護を実施した事案のみであり、発生した全ての事案
ではない。

提供：外務省

警察庁においては、外務省と連携し、海外
における邦人の犯罪被害に関する情報の収集
を行っている。
都道府県警察においては、関係機関・団体
と連携し、帰国する犯罪被害者や日本国内の
遺族等に対して、国外犯罪被害弔慰金等支給
制度の裁定申請に係る教示や国内での支援に
関する各種情報の提供、帰国時の空港等にお
ける出迎え等の支援活動に努めている。

㊼　被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に
対する相談体制の充実及び理解の促進

【施策番号209】
警察庁においては、平成29年度犯罪被害者
週間の徳島大会におけるテーマに性暴力被害
者支援を取り上げ、被害が潜在化しやすい性
暴力被害者が置かれている状況や支援の必要
性等について、広く国民に周知し、その理解
促進を図り、社会全体で支える気運の醸成に
努めた（犯罪被害者週間については、P100
コラム19「犯罪被害者週間」を、性犯罪被害
者による情報入手の利便性の拡大について
は、P80【施策番号201】及びP81コラム15
「性犯罪被害相談電話に係る全国共通電話番
号の導入」を、その他相談体制の充実等に関
する取組については、P68【施策番号168】

を、それぞれ参照）。
法務省の人権擁護機関においては、法務

局・地方法務局に専用相談電話「子どもの人
権110番」を設置し、人権侵害を受けた子供
が安心して相談できる環境を整備して、人権
擁護委員や法務局職員が相談に応じている。
また、同年６月26日から７月２日にかけ

て、全国一斉「子どもの人権110番」強化週
間とし、相談時間を延長するなどして子供の
人権問題に関する相談体制の充実に努めた。
さらに、教師や保護者等身近な者に相談で

きない子供の悩みごとを的確に把握し、学校
や関係機関と共に連携を図りながら様々な人
権問題に対応できるよう、同年10月から11月
にかけて、全国の小・中学校の児童生徒全員
に、「子どもの人権ＳＯＳミニレター」を配
布するとともに、法務省のウェブサイト上に
「インターネット人権相談受付窓口」を開設
し、インターネットを通じてパソコン、携帯
電話及びスマートフォンからの相談をいつで
も受け付ける体制を整備するなど、相談体制
の強化を図っている。
法務省においては、法務局・地方法務局や

その支局の人権相談窓口のほか、社会福祉施
設等の特設相談所において、犯罪被害者等か
らの人権相談に応じている。また、犯罪被害
者等である女性からの人権相談については、
「女性の人権ホットライン」を設置するとと
もに、全国一斉「女性の人権ホットライン」
強化週間を29年度は11月13日から同月19日に
かけて実施し、相談体制の充実に努めてい
る。このほか、高齢者、障害者を対象とした
全国一斉「高齢者及び障害者の人権あんしん
相談」強化週間を同年度は９月４日から同月
10日にかけて実施し、相談体制の充実を図っ
ている。さらに、外国人からの人権相談につ
いて、同年４月に６か国語（英語・中国語・
韓国語・フィリピノ語・ポルトガル語・ベト
ナム語）に対応した「外国人のための人権相
談所」を全国50か所の法務局・地方法務局に
拡大して設置するとともに、外国語に対応し
た専用電話「外国語人権相談ダイヤル」（同
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月から前記６か国語に対応）及び「外国語イ
ンターネット人権相談受付窓口」（英語・中
国語に対応）を開設し、相談体制の充実を
図っている。
なお、同年中における犯罪被害者等からの
相談件数は149件であった。
また、犯罪被害者等の人権問題に対する配
慮と保護を図るため、「犯罪被害者とその家
族の人権に配慮しよう」を啓発活動の強調事
項の一つとして掲げ、啓発冊子の配布等、各

種啓発活動を実施している。
法テラスにおいては、犯罪被害者支援ダイ

ヤルにより、匿名での相談にも対応できる体
制を整備しているほか、弁護士会等との連携
の下、各都道府県において、犯罪被害者支援
の経験や理解のある複数の女性の弁護士を確
保している。30年3月末現在、女性の弁護士
数は849人である。
（文部科学省における取組は、P26【施策
番号55】参照）

	2	 調査研究の推進等（基本法第21条関係）
⑴　犯罪被害者等の状況把握等のための
調査実施に向けた検討

【施策番号210】
内閣府大臣官房政府広報室においては、警
察庁と連携し、犯罪被害者等施策に関する国
民の意識を把握し、今後の施策の参考とする
ため、平成29年１月、「犯罪被害者等施策に
関する世論調査」を実施した（内閣府ウェブ

サイト「世論調査」：http://survey.gov-
online.go.jp/tokubetu/tindex-h28.html）。
また、犯罪被害者等が置かれている状況等

を把握し、今後の犯罪被害者等基本計画の策
定に向けた検討に資するため、30年１月、
「犯罪被害類型別調査」を実施した（P85コ
ラム16「犯罪被害類型別調査」参照）。

▶ 犯罪被害類型別調査

警察庁では、第3次基本計画に基づき、被害類型別に、犯罪被害者等の置かれた状況につい
て調査を実施し、犯罪等被害が心身の健康状態に及ぼす影響、主観的な回復状況とその要因に
関する認識等を把握し、各府省庁の施策の企画・立案等に反映させることを目的として、平成
29年度に犯罪被害類型別調査を実施したところ、その結果の概要については、次のとおりであ
る（詳細については、警察庁ウェブサイト「平成29年度犯罪被害類型別調査」（https://www.
npa.go.jp/hanzaihigai/kohyo/report/h29-1/index.html）参照）。

1　警察への通報状況
警察へ通報した者の割合については、交通事故が91.1％で最も高く、次いで殺人・殺人未遂

又は傷害等の暴力被害（以下「殺人・傷害」という。）が48.8％で高くなっている一方、児童
虐待は5.0％、配偶者からの暴力は9.6％、性的な被害は20.1％で低くなっている。
また、被害時の年齢が上がるほど、警察へ通報した者の割合が高まる傾向がみられる。

コラム16
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2　相談相手・機関
被害に遭った際の相談状況については、「どこにも（誰にも）相談していない」との回答比

率は、児童虐待が74.3％、性的な被害が52.1％で高くなっている一方、交通事故は21.5％、ス
トーカー行為等は23.9％で低くなっている。
また、相談相手・機関については、全ての被害類型で「母」との回答比率が最も高く、配偶

者からの暴力及び交通事故では「家族」が、ストーカー行為等及び殺人・傷害では「家族」及
び「友人・知人」が、それぞれ高くなっている。
さらに、交通事故及び殺人・傷害では、警察等の「専門機関」も高くなっている。

最初に相談した相手・機関（複数回答）

54.4%

44.2%

13.6%

27.2%

55.5%

39.5%

20.8%

50.9%

13.6%

26.6%

18.3%

30.2%

20.0%

19.0%

3.6%

7.7%

31.9%

26.4%

0.8%

1.2%

0.7%

0.6%

6.8%

0.8%

32.8%

23.9%

74.3%

52.1%

21.5%

31.8%

0 20 40 60 80 100

配偶者からの暴力（DV）（125）

ストーカー行為等（163）

児童虐待（140）

性的な被害（169）

交通事故（191）

殺人・傷害（129）

家族
友人・知人
専門機関
その他
誰にも相談していない

（%）

3　通報・相談までに要した期間
被害に遭ってから最初に通報・相談するまでに要した期間の回答比率については、交通事

故、性的な被害及び殺人・傷害では「1時間未満」及び「1時間以上1日未満」が高い一方、
ストーカー行為等では「1か月以上6か月未満」が、児童虐待では「3年以上」が、それぞれ
高くなっている。

4　相談しなかった理由
「どこにも（誰にも）相談していない」理由の回答比率については、配偶者からの暴力では

「他人に知られたくなかった」（47.5％）及び「おおごとにしたくなかった」（47.5％）が、ス
トーカー行為等では「どこに相談すればよいかわからなかった」（23.7％）及び「相談するほ
どのことではないと思った」（23.7％）が、児童虐待では「低年齢であったため、相談するこ
とを思い至らなかった」（73.1％）が、性的な被害では「他人に知られたくなかった」（29.5％）
が、交通事故及び殺人・傷害では「特に理由はない」（それぞれ24.4％、27.5％）が、それぞ
れ高くなっている。

5　相談しやすくなるための条件
相談しやすくなるための条件の回答比率については、警察に対しては「周りの人に知られず

に相談できること」が、自治体や民間の相談機関・団体に対しては「周りの人に知られずに相
談できること」及び「無料で相談できること」が、それぞれ高くなっている。

警察庁では、本調査の結果も踏まえ、第3次基本計画に基づき、引き続き、関係府省庁と連
携しながら、適切な犯罪被害者等施策の推進に努めることとしている。
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⑵　暴力の被害実態等の調査の実施
【施策番号211】

内閣府においては、３年に一度を目途に、
配偶者からの暴力の被害経験等、男女間にお
ける暴力による被害の実態把握に関する調査
を行っている。平成29年度は、刑法の改正等
を踏まえ、性交等を強いられた経験について
女性のみでなく男性も調査対象とするなど、
調査対象及び調査項目の見直しを行った上で
実施した（P87コラム17「性犯罪・性暴力被
害者の置かれている状況」参照）（これまで

行った調査結果等は、内閣府ウェブサイト
（http://www.gender.go.jp/policy/no_
violence/e-vaw/chousa/h11_top.html）を参
照）。
また、若年層における性的な暴力の被害者

支援の充実に向けて、被害事例の収集等を通
して被害の実態や被害者支援状況等を把握す
るとともに、被害者のニーズに即した効果的
な相談・支援の在り方等について検討を行っ
た。

▶ 性犯罪・性暴力被害者の置かれている状況

平成29年度に内閣府が実施した「男女間における暴力に関する調査」によれば、「無理やり
性交等された被害経験」を有する者は、回答者総数の4.9％を占めており、これを男女別でみ
ると、女性は7.8％、男性は1.5％であった。

無理やり性交等された被害経験

１人からあった ２人以上から
あった まったくない 無回答

総 数 (3,376人)

女 性 (1,807人)

男 性 (1,569人)

あった（合計）

あった
（合計）

1.0

3.9

1.7

6.1

0.2

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

88.2

84.8

92.2

6.9

7.4

6.4

（4.9）

（7.8）

（1.5）

提供：内閣府

「無理やり性交等された被害経験」を有する者のうち、「どこ（だれ）にも相談しなかった」
者が56.1％を占めており、その相談しなかった理由の回答比率については、「恥ずかしくてだれ
にも言えなかったから」が52.2％と最も高く、次いで「自分さえがまんすれば、なんとかこの
ままやっていけると思ったから」が28.3％、「思い出したくなかったから」が22.8％であった。
一方、「相談した」者が39.0％を占めており、その相談先の回答比率については、「友人・知

人」が25.0％と最も高く、次いで「家族や親戚」が13.4％、「警察」が3.7％であった。

コラム17
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⑶　法務省における犯罪被害の動向・犯
罪被害者に関する施策の調査

【施策番号212】
法務省においては、例年、犯罪白書の中
で、犯罪による被害の統計や、刑事手続にお
ける被害者等が関与する各種制度の実施状況
等の調査結果を公表している（法務省ウェブ
サイト：http://www.moj.go.jp/housouken/
houso_hakusho２.html）。
また、平成30年度から、第５回犯罪被害実

態（暗数）調査を実施し、31年度にかけてそ

の結果を分析すること等を予定している。

⑷　犯罪被害者等の精神健康の状況とそ
の回復に資する研究

【施策番号213】
厚生労働省においては、平成17年度から厚
生労働科学研究で「犯罪被害者の精神健康の
状況とその回復に関する研究」を3か年計画
で行い、19年度には、精神科医療機関におけ
る犯罪被害者治療を促進するための提言をま
とめ、20年度には、「犯罪被害者等支援のた

無理やり性交等された被害の相談先（複数回答）

無 回 答

ど こ （ だ れ ） に も 相 談 し な か っ た

そ の 他

上 記 以 外 の 公 的 な 機 関（ 市 役 所 等 ）に 相 談 し た

法 務 局 ・ 地 方 法 務 局 、人 権 擁 護 委 員 に 相 談 し た

配偶者暴力相談支援センター（婦人相談所等）や男女共同参画センターに相
談した

学校関係者（教員、養護教諭、スクールカウンセラーなど）に相談した

性犯罪・性暴力被害者支援の専門相談窓口（いわゆるワンストップ支援センター）
に相談した

医 療 関 係 者 （ 医 師 、 看 護 師 等 ）に 相 談 し た

民間の専門家や専門機関（弁護士・弁護士会、カウンセラー・カウンセリング機関、
民間シェルターなど）に相談した

職場・アルバイトの関係者（上司、同僚、部下、取引先など）に相談した

警 察 に 連 絡 ・ 相 談 し た

家 族 や 親 戚 に 相 談 し た

友 人 ・ 知 人 に 相 談 し た

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

25.0

13.4

3.7

3.0

1.8

1.8

0.6

0.6

－

－

－

1.2

56.1

4.9

提供：内閣府

相談しなかった理由（複数回答）

無 回 答

そ の 他

相談相手の言動によって不快な思いをさせられると思ったから

加 害 者 に「 誰 に も 言 う な 」と お ど さ れ た か ら

仕返しが怖かったから（もっとひどい暴力や、性的な画像のばらまきなど）

他 人 を 巻 き 込 み た く な か っ た か ら

世 間 体 が 悪 い と 思 っ た か ら

他人に知られると、これまで通りのつき合い（仕事や学校などの人間関係）が
で き な く な る と 思 っ た か ら

相 手 の 行 為 は 愛 情 の 表 現 だ と 思 っ た か ら

自 分 に も 悪 い と こ ろ が あ る と 思 っ た か ら

相 談 し て も む だ だ と 思 っ た か ら

どこ（ だ れ ）に 相 談 し て よ い の か わ から な か っ た から

相 談 す る ほ ど の こ と で は な い と 思 っ た か ら

そ の こ と に つ い て 思 い 出 し た く な か っ た か ら

自分さえがまんすれば、なんとかこのままやっていけると思ったから

恥 ず か し く て だ れ に も 言 え な か っ た か ら

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

52.2

28.3

22.8

20.7

19.6

19.6

17.4

15.2

13.0

12.0

7.6

3.3

3.3

2.2

5.4

－

提供：内閣府
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めの地域精神保健福祉活動の手引」（http://
www.ncnp.go.jp/nimh/seijin/www/Shiryo_
tebikizenbun.pdf）を精神保健福祉センター
に配布した。また、同年度から厚生労働科学
研究で「大規模災害や犯罪被害等による精神
科疾患の実態把握と介入手法の開発に関する
研究」を3か年計画で行い、それを踏まえ
て、23年度からは新たに「大規模災害や犯罪
被害等による精神疾患の実態把握と対応ガイ
ドラインの作成・評価に関する研究」を３か
年計画で実施しており、24年度には、「犯罪
被害者に対する急性期心理社会支援ガイドラ
イン（25年２月15日初版）」（http://www.
ncnp.go.jp/nimh/seijin/www/kyusei.html）
を作成した。さらに、25年度には、産婦人科
の医療現場、犯罪被害者等早期援助団体、性
暴力被害者支援センター等で活用できるよ
う、性暴力被害者に対して心理教育や支援情
報を提供するパンフレット「一人じゃない
よ」を作成した。これらのガイドラインやパ
ンフレットは、「犯罪被害者のメンタルヘル
ス情報ページ」（http://www.ncnp.go.jp/
nimh/seijin/www/index.html）に掲載され
ている。

⑸　児童虐待防止対策に関する調査研究
【施策番号214】

厚生労働省においては、児童虐待防止に関
する必要な調査研究を実施しており、平成29
年度は、「児童虐待の地域及び国際比較のた
めのデータベース構築に関する調査研究」、
「児童相談所及び市町村に対する警察からの
児童虐待通告等の実態把握のための調査研
究」等を実施した。

⑹　警察における犯罪被害者等支援に携
わる職員等への研修の充実

【施策番号215】
P42【施策番号98】参照

⑺　犯罪等による被害を受けた児童の継
続的な支援を行う警察職員の技能取得

【施策番号216】
警察においては、都道府県警察の少年サ

ポートセンター等に勤務する被害児童の継続
的な支援を行う少年補導職員等に対し、大学
教授やカウンセラー等の専門家を講師とした
カウンセリングの技法に関する講習（カウン
セリング技術専科等）を実施している。
また、大学の研究者、精神科医、臨床心理

士等部外の専門家を被害少年カウンセリング
アドバイザーとして委嘱し、支援を担当する
職員が専門的な助言を受けることができるよ
うにしている。

⑻　法務省における犯罪被害者等支援に
関する職員研修の充実等

【施策番号217】
ア　P43【施策番号103】参照

【施策番号218】
イ　P42【施策番号101、102】参照

⑼　学校における相談対応能力の向上等
【施策番号219】

P26【施策番号55】参照

⑽　虐待を受けた子供の保護等に携わる
者の研修の充実

【施策番号220】
厚生労働省においては、児童虐待問題や非

行・暴力等の思春期問題に対応する第一線の
専門的援助者の研修を行う子どもの虹情報研
修センター（日本虐待・思春期問題情報研修
センター）において行われる、児童相談所、
児童福祉施設、市町村、保健機関等の職員を
対象とする各種の専門研修に対する支援を行
うとともに、児童福祉法等改正法により改正
された児童福祉法に基づき、市町村の要保護
児童対策地域協議会の調整機関へ配置される
専門職や児童相談所の児童福祉司について研
修を義務化するなど、これらの職員の資質の
向上を図っている。
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⑾　コーディネーターとしての役割を果
たせる民間支援員の養成への支援

【施策番号221】
P66【施策番号164】参照

⑿　民間の団体の研修に対する支援
【施策番号222】

警察、法務省、厚生労働省及び国土交通省
においては、犯罪被害者等の援助を行う民間
の団体が実施する研修への講師派遣や会場の
借上げ等の支援を行っている（P90、P91【施
策番号224、225】参照）。
また、文部科学省においては、犯罪被害者
等の援助を行う民間の団体から、当該団体が
実施するボランティア等の養成・研修への講
師の派遣等を依頼された際には、協力を行う
こととしている。

⒀　法テラスが蓄積した情報やノウハウ
の提供

【施策番号223】
法テラスにおいては、ウェブサイト

（https://www.houterasu.or.jp/）において、
犯罪被害者支援を行う関係機関・団体等の情
報を提供するとともに、法制度情報を検索す
ることができるページを設けて情報提供に努
めている。
また、犯罪被害者等から関係機関・団体の

窓口に、当該関係機関・団体で実施している
支援以外の問合せが寄せられた場合には、当
該窓口から「法テラス・サポートダイヤル」
（以下「コールセンター」という。）や全国の
地方事務所を紹介してもらい、コールセン
ター等において、犯罪被害者等の問合せの内
容に応じて適切な支援窓口や犯罪被害者支援
の経験や理解のある弁護士の紹介等を行って
いる。
さらに、弁護士会等との連携・協力の下、

国選被害者参加弁護士制度等の説明会及び意
見交換会並びに犯罪被害者支援の経験を積ん
だ弁護士を講師とする事例検討会等を実施し
ている。

	3	 民間の団体に対する援助（基本法第22条関係）
⑴　民間の団体への支援の充実

【施策番号224】
ア　警察においては、犯罪被害者等の援助を
行う民間の団体が実施する研修への講師派
遣や会場の借上げ等の支援に努めているほ
か、活動支援に要する経費並びに直接支援

業務、相談業務、性犯罪被害者支援業務及
び被害者支援に関する理解の増進に係る業
務の委託に要する経費を予算措置し、犯罪
被害者等の援助を行う民間の団体に対する
財政的援助に努めている。
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3　民間の団体に対する援助（基本法第22条関係）

国による民間被害者支援団体に対する財政援助

民間被害者支援団体に対する
活動支援に要する経費

民間被害者支援団体に対する
直接支援業務の委託に要する経費

民間被害者支援団体に対する
相談業務の委託に要する経費

○　全国斉一な被害者支援を行う
ための意見交換や情報共有化

○　相談員の研修等
国費 約600万円

○　性犯罪被害者に対する直接支援
○　性犯罪被害者に対する相談業務

都道府県警察補助金　約5,000万円

○　各種広報活動の企画立案、管理運営
○　講演会等の啓発活動の企画立案、管理運営

都道府県警察補助金　約4,500万円

○　直接支援員の委嘱
○　直接支援員の研修

都道府県警察補助金
　　　　　　　　　 約4,500万円

○　民間団体相談員の委嘱
○　民間団体相談員の研修

都道府県警察補助金
　　　　　　　　約11,800万円

民間被害者支援団体に対する
性犯罪被害者支援業務の委託に要する経費

民間被害者支援団体に対する被害者支援に関する
理解の増進等に係る業務の委託に要する経費

平成30年度　約2億6,300万円

民間被害者支援団体等

※　四捨五入した額のため、各経費の合計額と一致しない。

厚生労働省においては、児童虐待防止及
び配偶者からの暴力被害者等の支援につい
て、犯罪被害者等の援助を行う民間の団体
が実施している啓発活動等に対する支援を
行っている。
また、平成29年11月には「第20回児童虐
待防止対策協議会」を開催し、児童虐待防
止対策に関係する府省庁及び団体の間で、
連携強化や更なる対策の充実を図るため、
児童虐待防止に向けた取組状況に係る情報
交換等を行った。
さらに、児童福祉法改正法により改正さ
れた児童虐待防止法に基づき、児童虐待の
再発防止のため、子供の入所措置等を解除
する際に、保護者への指導・カウンセリン
グや定期的な子供の安全確認等についてＮ
ＰＯ法人等に委託できるようにするなど、
児童虐待対応における児童相談所と犯罪被
害者等の援助を行う民間の団体の連携した
取組を推進している。

【施策番号225】
イ　法務省及び国土交通省においては、犯罪
被害者等の援助を行う民間の団体の活動に
関する広報、研修への講師派遣や会場の借
上げ等の支援を行っている。

文部科学省においては、犯罪被害者等で
ある児童、生徒及び学生への民間の団体に
よる支援について、広報や講師の手配・派
遣、会場の借上げ等の協力等の要請がなさ
れた際に支援を行った場合は、支援事例を
広報することで、民間の団体への支援の充
実を図ることとしている。

⑵　預保納付金の活用
【施策番号226】

P13【施策番号18】参照

⑶　犯罪被害者等の援助を行う民間の団
体の活動への支援等

【施策番号227】
警察庁においては、犯罪被害者等の援助を

行う民間の団体が開催するシンポジウムや講
演会について、その意義や趣旨に賛同できる
ものにあっては、その効果の波及性等も踏ま
えつつ、後援している。平成29年度は、特定
非営利活動法人いのちのミュージアムが主催
する「生命のメッセージ展」及び犯罪被害者
団体ネットワーク（ハートバンド）が主催す
る「犯罪被害者週間全国大会2017」の開催に
際して後援した。
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また、「犯罪被害者等施策情報メールマガ
ジン」について、配信を希望する犯罪被害者
等の援助を行う民間の団体に対しても配信し
ており、関係省庁や民間団体等による犯罪被
害者等のための新たな制度や取組等に関する
情報提供を行っている。

⑷　犯罪被害者等の援助を行う民間の団
体に関する広報等

【施策番号228】
警察庁においては、シンポジウム・フォー
ラムの開催・後援や警察庁ウェブサイト「犯
罪被害者等施策」（https://www.npa.go.jp/
hanzaihigai/soudan/dantai/dantai.html）、
警察庁フェイスブック「犯罪被害者等施策」
（h t t p s : / /www . f a c e b o o k . c om / n p a .
hanzaihigai/）等の様々な広報媒体を通じて、
犯罪被害者等が置かれている実態や警察、関
係機関、犯罪被害者等の援助を行う民間の団
体等が取り組んでいる犯罪被害者支援につい
ての広報啓発活動を行っている。
また、平成29年度には、内閣府大臣官房政
府広報室と連携し、政府広報オンラインに
「決して他人ごとではありません。犯罪被害
者を支えるには？」と題する記事（http://
w w w . g o v - o n l i n e . g o . j p / u s e f u l /
article/201611/３.html）を掲載したほか、政
府インターネットテレビに「他人ごとではあ
りません。犯罪被害に遭うということ。」と
題する番組（https://nettv.gov-online.go.jp/
prg/prg16427.html）を公開し、その中で、
犯罪被害者等が置かれている状況やそれを踏
まえた施策実施の重要性等を紹介し、犯罪被
害者等に対する国民の理解促進を図ってい
る。

⑸　寄附税制の活用促進と特定非営利活
動促進法の円滑な施行

【施策番号229】
内閣府においては、市民の自由な社会貢献
活動を促進するため、寄附税制の活用促進や
特定非営利活動促進法の円滑な施行・周知に
取り組んでいる。平成28年６月に特定非営利
活動促進法が改正され、ＮＰＯ法人の迅速な
設立に資するため、認証申請書類の縦覧期間
の短縮等が行われ、29年４月から一部を除い
て施行された。また、「内閣府ＮＰＯホーム
ページ」（https://www.npo-homepage.
go.jp/）等で、犯罪被害者等の援助を行う特
定非営利活動法人の情報を含めた市民活動に
関する情報の提供を行っている。

⑹　警察における民間の団体との連携・
協力の強化

【施策番号230】
警察においては、公益社団法人全国被害者
支援ネットワークの運営・活動に協力してい
るほか、同ネットワーク加盟の民間被害者支
援団体（P178基礎資料６参照）の運営に関
しても、関係機関と連携しつつ、必要な支援
や助言を行うとともに、犯罪被害者支援の在
り方についての意見交換等を積極的に行って
いる。
特に、都道府県公安委員会が犯罪被害者等

早期援助団体として指定した民間被害者支援
団体には、犯罪被害者等の同意を得た上で当
該犯罪被害者等の氏名や犯罪被害の概要等の
情報を提供するなど、緊密な連携を図ってい
る。
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3　民間の団体に対する援助（基本法第22条関係）

⑺　犯罪被害者等早期援助団体に対する
指導

【施策番号231】
民間被害者支援団体のうち、犯罪被害等の
早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に行
うことができると認められる団体として、都
道府県公安委員会が犯罪被害者等早期援助団

体を指定（平成30年４月現在、47団体）して
おり、警察においては、犯罪被害者等に対し
て適正かつ確実な支援を行うために必要とな
る支援体制や情報管理体制、職員に課される
守秘義務等についての情報提供や必要な助言
を行うなど適切な指導を行っている。

犯罪被害者等早期援助団体

犯罪被害者等支援法第23条に基づき、犯罪被害等を早期に軽減するとともに、犯罪被害者等が再び平穏な生活ができるよう支
援するための事業を適正かつ確実に行うことができると認められる非営利法人（例：各都道府県被害者支援センター）を、当該
法人の申出により、都道府県公安委員会が指定

【事業内容】
☆　被害者等の支援に関する広報活動及び啓発活動
☆　犯罪被害等に関する相談
☆　犯罪被害者等給付金の裁定の申請補助
☆　物品の供与又は貸与、役務の提供その他の方
法による被害者等の援助

【指定による効果】
◎　公的認証により社会的信用が高まり、被害者等
が安心して援助を受けられる

◎　警察から被害者の氏名、住所等の情報の提供を
受けることができ、能動的なアプローチができる

被害者

警　察

平成30年４月現在47団体
指定団体 支援

・　相談支援
・　各種付添い支援　等

犯罪被害者等早期援助団体
情報提供制度

3 情報提供

・　被害者の人定事項
・　犯罪被害の概要　等

2 同意

口頭又は書面

団体等の紹介

1 制度の紹介

4

警察は指定団体の
・　対応可能な曜日、時間帯
・　提供可能な援助の種類
等についてあらかじめ把握
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